
　岬町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

　令和８年９月１日 

 

岬町長　田　代　　　堯 

 

岬町規則第２０号 

 

岬町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 

　岬町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等に関する条例施行規則（平成２７年岬町規則第８号）の一部を次のように

改正する。 

　次の表により、改正前欄に掲げる規定の下線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる規定の下線を付した部分のように改める。 

 改正前 改正後

 (階層区分の認定) 

第 3 条　前条各号に規定する入園児童の属する世帯の階層区分の認

定については、入園児童と同一の世帯に属し、生計を一にしている

父母及びそれ以外の扶養義務者(家計の主宰者である場合に限る。)

の市町村民税額の合計額について行うものとする。この場合におい

て、4 月から 8 月までの利用者負担額については、前年度の市町村

民税の額により、9 月から翌年 3 月までの利用者負担額については、

当該年度の市町村民税の額により階層区分の認定を行うものとす

る。 

 

別表 1(第 2 条関係) 

法第 19 条第 1 号による認定(教育標準時間認定) 

表　(略) 

備考　 

1　この表の第3階層以上における地方税法(昭和 25年法律第226

(階層区分の認定) 

第 3 条　前条各号に規定する入園児童の属する世帯の階層区分の認

定については、入園児童と生計を一にしている父母及びそれ以外の

扶養義務者(家計の主宰者である場合に限る。)の市町村民税額の合

計額について行うものとする。この場合において、4 月から 8 月ま

での利用者負担額については、前年度の市町村民税の額により、9

月から翌年 3 月までの利用者負担額については、当該年度の市町村

民税の額により階層区分の認定を行うものとする。 

 

 

別表 1(第 2 条関係) 

法第 19 条第 1 号による認定(教育標準時間認定) 

表　(略) 

備考　 

1　この表の第3階層以上における地方税法(昭和25年法律第226



 号)第 292 条第 1 項第 2 号の所得割を計算する場合には、同法

第 314 条の 7、第 314 条の 8、同法附則第 5 条第 3 項、第 5 条

の 4 第 6 項及び第 5 条の 4 の 2 第 5 項の規定は適用しない。 

 

別表 2(第 2 条関係) 

1　法第 19 条第 2 号による認定(保育認定(3 歳以上児)) 

表　(略) 

2　法第 19 条第 3 号による認定(保育認定(3 歳未満児)) 

表　(略) 

備考 

1　この表の第 3 階層以上における地方税法(昭和 25 年法律 

第 226 号)第 292 条第 1 項第 2 号の所得割を計算する場合には、 

同法第 314 条の 7、第 314 条の 8、同法附則第 5 条第 3 項、第 5 

条の 4 第 6 項及び第 5 条の 4 の 2 第 5 項の規定は適用しない。 

2～3　(略) 

表　(略) 

4　(略) 

5　生計を一にする世帯において、支給認定子どもが次の⑴から 

⑷までに該当する子どもがいる場合の保育料の月額は、これら 

の者のうち最年長の者(第 1 子)が支給認定子どもであるとき 

はこの表に掲げる額の半額とし、第 1 子を除き最年長の者(第 

2 子)が支給認定子どもであるときは同表に掲げる額の 2 分の 

1 に相当する額(第 2 階層については無料。)とし、第 3 子以降 

の子ども(第 1 子及び第 2 子以外の者をいう。)については無料 

とする。ただし、第 3 階層及び第 4 階層の一部(市町村民税所 

得割額が 57，700 円未満)については、特定被監護者等(子ど 

も・子育て支援法施行令(平成 26 年政令 213 号)第 14 条の 2 に 

規定する特定被監護者等をいう。以下同じ。)の範囲で、最年長 

の子から順に第 2 子以降の子どもについては無料とする。 

号)第 292 条第 1 項第 2 号の所得割を計算する場合には、同法

第 314 条の 7、第 314 条の 8、同法附則第 5 条第 3 項、第 5 条

の 4 第 5 項の規定は適用しない。 

 

別表 2(第 2 条関係) 

1　法第 19 条第 2 号による認定(保育認定(3 歳以上児)) 

表　(略) 

2　法第 19 条第 3 号による認定(保育認定(3 歳未満児)) 

表　(略) 

備考 

1　この表の第 3 階層以上における地方税法(昭和 25 年法律 

第 226 号)第 292 条第 1項第 2号の所得割を計算する場合には、 

同法第 314 条の 7、第 314 条の 8、同法附則第 5 条第 3 項、第 5

条の 4 第 5 項の規定は適用しない。 

 

2～3　(略) 

表　(略) 

　　4　(略) 

　　5　児童と同一の世帯において、支給認定子どもが次の⑴から⑷

までに該当する子どもがいる場合の保育料の月額は、これらの

者のうち最年長の者(第 1 子)が支給認定子どもであるときは

この表に掲げる額の半額とし、第 1 子を除き最年長の者(第 2

子)が支給認定子どもであるときは同表に掲げる額の 2 分の 1

に相当する額(第 2 階層については無料。)とし、第 3 子以降の

子ども(第 1 子及び第 2 子以外の者をいう。)については無料と

する。 

 

 

 



　　　附　則 

　この規則は、令和８年９月１日から施行し、この規則による改正後の岬町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等に関

する条例施行規則別表１備考１及び別表２備考１の規定については同年４月１日より適用する。 

 　　　⑴～⑷　(略) 

(新設) 

 

 

 

 

 

6　(略) 

7　(略)

　　　⑴～⑷　(略) 

6　生計を一にする世帯において、第 3 階層及び第 4 階層の一部

(市町村民税所得割額が 57，700 円未満)については、備考 5 の

規定にかかわらず、特定被監護者等(子ども・子育て支援法施行

令(平成 26 年政令 213 号)第 14 条の 2 に規定する特定被監護者

等をいう。以下同じ。)の範囲で、最年長の子から順に第 2 子以

降の子どもについては無料とする。 

7　(略) 

8　(略)


